
院内がん登録予後調査事業への参加について 
 
【 背 景 】 
  我が国のがんの発生動向を把握するため、生存率の把握を目的とした院内がん登録の予

後調査の実施が必要不可欠な状況であるが、平成 22 年 6 月に取りまとめた「がん対策推

進基本計画」の中間報告において、がん対策推進協議会から外部照会を含めた予後調査の

実施が低率であり、早急に体制を構築しなければならないと意見を集めているところ。 
 
【 目 的 】 
  拠点病院が行う院内がん登録の予後調査の支援を行うと共に、拠点病院での円滑な予後

調査が実施されるよう、現状の問題点を把握する。 
 
【 事 業 】 

① がん診療連携拠点病院が行う院内がん登録の予後調査の支援 
② 院内がん登録における予後調査の現状及び問題点の把握 
③ 院内がん登録に関わる業務上の質問等の回答およびその内容の周知 

 
【 具体的な事業の内容 】 
  2007 年登録症例の 3 年予後調査を実施するために、 

① 施設内の情報では予後不明な登録症例の個人識別情報（氏名、性別、生年月日、最 
新規住所）を国立がんセンターにご提供いただき、②国立がん研究センターが市町村に

対して住民票照会（住民票の写しの交付）を依頼し、③その結果を拠点病院に報告する。

④その過程で生じた問題点や作業量について、国立がんセンターから厚生労働省に報告

書を提出する。というもの。 
 
【 協議内容 】 
  この院内がん登録予後調査事業へ参加を進めているが、本協議会の専門家やがん患者・

ご家族・ご遺族の委員の皆さんのご意見を伺いたい。 
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